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様式１

事

（自令和ジ年〆月

業報告書

／日至令和ノ年ｆ月〃日）

１ 医療法人の概要

(1)名称 霊療言ﾉ鱗燕f宅篤分なし己出資持分あり，
②口社会医療法人口特定医療法人口出資額限度法人
□その他

③口基金制度採用口基金制度不採用・

注)①から③のそれぞれの項目(③は社団のみ｡）について､該当する欄
の□ 会計年度内に変更があった場名

(2)事務所の所在地 禰珂絶産２１必'１ルゲ
注）複数の事務所を有する場名 所と初

(3)設立認可年月日

(4)設立登記年月日

すること。

昭和．③》･令和
昭和⑬．令和

ハム弓月ア日

〆年／銅ゲ日
（5）
勿も昌江ァ曾認麓業昌

氏 名

理事長 ユ蹴珊幻
▽、

理事 ,必 斑刈 斗

同

同

同

同

同

監事 央捌Ｗｆ尋f6L
同

評議員

同

同

備 考

注）１．「社会医療法人、特定医療法人及び医療法第４２条の３第１項の認疋佳支ﾔﾌﾉこ匡源1五ハ』弓

以外の医療法人は、記載しなくても差し支えないこと。
･2．理事の備考欄に、当該医療法人の開設する病院、診療所､介護老人保健施設又は介渡医療
院（医療法第４２条の指定管理者として管理する病院等を含む｡）の管理者であることを記
載すること。（医療法第４６条の５第６項参照）
３．評議員の備考欄に､評議員の選任理由を記載すること。（医療法第４６条の４第１項参照）



その旨を施設の名称の下に【】書で記載すること。

２事業の概要

（１）本来業務（開設する病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院（医療法第４２条の指定

■℃ヂ
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禰塞シ１．テ答狸赤丞病陰竺葬含ｵ↑へ）の業務）管

注）１．地方自治法第２４４条の２第３項に規定する指定管理者として営埋す＠馳譲にｿいLYd､、

種
類
施設の名称 施設の医；

又は介護

開設場所 許可病床数

病院 一
一

床

般病床

療養病床

床

｛医療保険

床］

｛介護保険

床］

精神病床

床

感染症病床

床

結核病床

床

診療所

ﾌﾚﾝﾄ調'
Ｐ

｜･‐

１綱『

･ﾌz"/IL菱打

一

床

般病床‘

療養病床

床

｛医療保険

床｝

｛介護保険

床）

介護老

人

保健施

設

入所定員

名

通所定ﾉー ､員

名

介護医

療院
メ

入所定員

名

通所定員

名



(2)

注）

2．療養病床に介護保険適用病床がある場合は、医療保険適用病床と介護保険適用病床のそれ
ぞれについて内訳を｛］書で記載すること。

3．介護老人保健施設又は介護医療院の許可病床数の欄は、入所定員及び通所定員を記載する
こと。

雌雪塞鶏窒雲堅牢里美宣零=琴雲匝 備 考

地方公共団体から委託を受けて管理する施設については､その旨を施設の名称の下に【】
書で記載すること。

(3)収益業務（社会医療法人又は医療法第４２条の３第１項の認定を受けた医療法人が行うことが
●

苧孟昌邑を釜』と垂危､，

種 類 実施場所 傭考

(4)当該会計年度内に社員総会又は評議員会で議決又は同意した事項

令和牌〆員クノ１日令和3鍔盈唖診号
令和、年月日定款の変更

令和年月日社員の入社及び除名
令和年月日理事、監事の選任、辞任の承認

令和今年ケ月３順令和ケ年度の事業計画及び収支予算の決定
令和年度の借入金額の最高限度額の決定〃

・医療機関債の発行（購入）の決定〃

注）(5)、(6)については、医療機関債を発行又は購入する医療法人が記載し、(7)以下については､病
院、介護老人保健施設又は介護医療院を開設する医療法人が記載し、診療所のみを開設する医療法
人は記載しなくても差し支えないこと。

‘

(5)当該会計年度内に発行した医療機関債

注）医療機関債の発行総額、申込単位、申込期間、利率、払込期日、資金使途、償還の方法及
び期限を記載すること。なお、発行要項の写しの添付に代えても差し支えない。



注).全ての指定内容について記載しても差し支えない。

｡

医療機関債を医療法人が引き受けた場合には、当該医療法人名を全て明記すること。

（６）当該会計年度内に購入した医療機関債
注）１．医療機関債を購入する医療法人は､医療機関債の発行により資産の取得が行われる医
療機関と同一の二次医療圏内に自らの医療機関を有しており、これらの医療機関が地域
における医療機能の分化・連携に資する医療連携を行っており、かつ、当該医療連携を
継続することが自らの医療機関の機能を維持･向上するために必要である理由を記載す
ること。

2．購入した医療機関債名、発行元医療法人名､購入総額及び償還期間を記載すること．
なお、契約書又は債権証書の写しの添付に代えても差し支えない。

、
Ｖ

(7)当該会計年度内に開設,(許可を含む）した主要な施設
令和年月日

(8)当該会計年度内に他の法律、通知等において指定された内容
令和年月日

一℃■⑧⑧-Ｆ一→■む◇皿巳ウー一一画

(9)その他
”

診療科の新設又は医療機器の購入又はリース契約、注）当該会計年度内に行われた工事、
廃止等を記載する。-(任意）

●

?’

､

ｑの



千円

千円

千円

ザ
額
額
額

■■■

産

債

資産

財産目録

（令和念年含月沈現在）

／祭３タュ

ノケヅ与妨

△件５０９３

様式２

(単位：千円）
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》
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(注）財産目録の価額は、貸借対照表の価額と一致すること。

屑ｒ５が
金額

Ａ流動‘資産

Ｂ固定資産

'7学剥

〆ﾒ･ヲ

Ｃ資産合計 (Ａ＋Ｂ）
/･ゲシヶ乙 ／

Ｄ負債合計 /”卒握

Ｅ純資産
己．

(Ｃ－Ｄ）
ム ﾉ1午㈹汐

※医療法人整理番号

土地及び建物について、該当する欄のLlを塗り．ふ９

土地（ロ法人所有口賃借□

Ｌこ◎

部分的に法人所有(部分的に賃借)）
－_－、ロー・＝－ｓ‐門杢吾縄坐ｒ司＊”凸▲

/

;,LAfmDっ辻Ａ百混声（郵令的↓ず鱈借)）



可

様式３－２

繕こ皇鑑遥
副綴’ 医療法人整理掻 ■■■

資産の部

科目

Ｉ流勤資産

Ⅱ固定寅産

１有形固定資産

２無形固定.資産

３その他の資産

(うち保有医療機関債）

資産合計

貸借対照表

（令和５年５月ゴノ日現在）

金額

ワタ3９
６？ﾉﾉ

負債の部

科目

Ｉ流動負債

Ⅱ固定負債

(うち医療機関債）

負償合計 △

純資産の部

科目

１基金

１１積立金

(うち代替基金）

Ⅲ評価・換算差額等

（単位：千円）

金額

/､Ｗｼ等ｒ

金額

純資産合計 入ﾉﾑﾑｒ〃缶

/Ｌムダ.《←多一一 負債・純資産合計 /堅沌-塁

(注）経過措置医療法人は、純資産の部の基金の科目の代わりに画翼五一
｡ＧＧｐＶｰ、Ｕｖ国＝ユ些幸＝.“一一

削除すること。

〆

縦費庭の内洲１がﾛ恥｡皇と
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様式６

医療法人惟回雅呈
理事長山埼雅夷殿

監事監査報

』

告書

●■

■ﾛ

私(注')は､医療法人総会の令和斗会計年度(令和ＰＶ年３月／日から令和ｒ年
月ｊ｝日まで）の業務及び財産の状況等について監査を行いました。その結果につき以下のとお
り報告いたします。

ﾉﾙﾗ月

監査の方法の概要

私たちは、理事会その他重要な会議に出席するほか、理事等からその職務の執行状況を聴取し、
重要な決裁書類等を閲覧し、本部及び主要な施設において業務及び財産の状況を調査し、事業報告
を求めました。また、事業報告書並びに会計帳簿等の調査を行い、計算書類、すなわち財産目録、
貸借対照表及び損益計算書（注２）の監査を実施しました。

記

監査結果

(,)事業報告書は､法令及び定款(寄附行為)に従い､法人の状況を正しく示しているものと認めま
す。

(2)会計帳簿は、記載すべき事項を正しく記載し、上記の計算書類の記載と合致しているものと認め
ます。

(3)計算書類は、法令及び定款（寄附行為）に従い、損益及び財産の状況を正しく示しているものと
認めます。

(4)理事の職務執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款（寄附行為）に違反する重大な事実は
認められません。

令和僻戸月j/日
医療法人

監事

州洲■
（注１）監査人が複数の場合には、「私たち」とする。

（注２）関係事業者との取引がある医療法人については、「財産目録、貸借対照表、損益計算書及び関
係事業者との取引の状況に関する報告書」とし、社会医療法人・債を発行する医療法人について
は、「財産目録、貸借対照表、損益計算書、純資産変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び
附属明細表」とする。


